様式第３〔第10条〕（平6藏厚水通産運令2・一部改正）
氏名（名称、住所）変更届出書
令和３年４月１５日

蒲　郡　市　長　殿
株式会社○○○○蒲郡工場　　　
届出者　　愛知県蒲郡市○○町○○番○○　
代表取締役　○○　○○　　　　

（担当者）○○　○○
電話(0000-00-0000)　
氏名（名称、住所）に変更があったので、工場立地法第12条第1項の規定により、次のとおり届け出ます。
	変 更 の 内 容
	変 更 前
	株式会社△△△

	
	変 更 後
	株式会社○○○○蒲郡工場

	変更年月日
	令和3年4月1日
	変更の理由
	本社所在地
変更のため

	※ 整 理 番 号
	
	※受理年月日
	

	※備
考
	


氏名（名称、住所）変更届出書（備考）
１　氏名又は名称及び住所に変更があった場合に、変更の届出を要します。
（法第１２条第１項）
２　変更があったときは、遅滞なく届け出てください。
（変更後、１か月程度を目安に提出してください。）（法第１２条第１項）
３　法人組織の場合、会社名が変更する場合に届出をしてください。代表者の変更は届出を要しません。
５　相続、合併等により実体的に届出をした者の地位に変更があった場合は届出を要しません。
６　住所とは、本社所在地の住所のことで、工場等の住居表示が変更された場合は届出を要しません。次回の変更の届出を提出する際に、当該内容を記載してください。
７　※印の欄には、記載しないこと。
８　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
様式第４〔第11条〕（平6藏厚水通産運令2・一部改正）
特 定 工 場 承 継 届 出 書
令和３年４月１５日

蒲　郡　市　長　殿
株式会社○○○○　　　　　　　
届出者　　愛知県蒲郡市○○町○○番○○　
代表取締役　○○　○○　　　　

（担当者）○○　○○
電話(0000-00-0000)　
特定工場に係る届出をした者の地位を承継したので、工場立地法第13条第３項の規定により、次のとおり届け出ます。
	被承

継者
	氏名又は名称
	株式会社△△△

	
	住所
	愛知県蒲郡市△△町△△番△△

	特定工場の

設置場所
	愛知県蒲郡市△△町△△番△△

	承継の年月日
	令和3年4月1日
	承継の原因
	事業合併のため

	※整 理 番 号
	
	※受理年月日
	

	※　備　考
	


特定工場承継届出書（備考）
１　以下の場合に提出すること
（1） 特定工場を譲り受け、又は借り受けた場合（法第１３条第１項）

（2） 届出をした者の相続をした場合（法第１３条第２項）

（3） 届出をした者に合併があった場合（法第１３条第２項）

（4） 届出をした者を分割した場合（法第１３条第２項）

２　変更があったときは、遅滞なく届け出てください。
（変更後、１か月程度を目安に提出してください。）（法第１３条第３項）
３　承継届は、特定工場の全部を承継する場合に適用されます。一部を承継する場合は法第６条第１項の新設届が必要となります。
４　特定工場が、この承継人の既設の工場と隣接し、承継の結果２つの工場が一体の敷地となるものは、承継人の工場の増加の取扱いとなります。すなわち、承継人の既設の工場が特定工場ならば変更届（法第８条第１項）、非特定工場ならば新設届（法第６条第１項）をすることになります。なお、この場合に被承継人の工場は廃止の届出をしてください。
５　※印の欄には、記載しないこと。
６　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
特定工場の廃止届出
令和３年４月１５日

蒲　郡　市　長　殿

株式会社○○○○　　　　　　　
届出者　　愛知県蒲郡市○○町○○番○○　
代表取締役　○○　○○　　　　


（担当者）○○　○○
電話(0000-00-0000)　
	廃止の年月日

（予定日）
	令和３年３月３１日

	廃止する特定工場名
	株式会社○○○○蒲郡工場

	設置場所
	愛知県蒲郡市○○町○○番○○

	業種
	製造業

	製品
	〇〇製造業

	敷地面積
	10,000㎡

	建築面積
	4,000㎡

	廃止する理由
	事業閉鎖のため

	廃止後の利用予定
	未定


特定工場の廃止届出（備考）
１　以下の場合に提出すること
(1)生産施設を撤去し、特定工場内での生産活動を止めてしまった場合。
(2)譲渡等により、特定工場の全部が、隣接する特定工場に吸収（一体化）された場合。
２　敷地面積の減少等により特定工場の規模を満たさなくなるときは、廃止の届出ではなく、法第８条の変更届を提出してください。（一旦廃止した既存工場が再度生産を開始する場合は、新設工場として取り扱うため、既存工場の緩和措置をうけることができなくなります。）
